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Abstract - In this era where the customers needs are diversifying rapidly, an innovation in production style, by 

way of human-machine collaboration, is required in order to achieve both flexibility and high productivity. At the 

production sites where humans and machines collaborate, both the productivity and the safety (be-safe) and also 

the anshin (feel-safe) of workers must be ensured, and the ICT needs to be employed to leverage the exchange of 

information between humans and machines and to establish the optimal system. In this research, we report on a 

case study of a collaborative production system that achieves both a high level of productivity and safety. 
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1. はじめに 

わが国は、IoT (Internet of Things)やAI (Artificial 

Intelligence)、ビッグデータ、クラウドといったICT 

(Information and Communication Technology)を使って、全

ての人とモノがつながり、さまざまな知識や情報が共有

化され、今までにない新たな価値を生み出すことで、少

子高齢化、地方の過疎化、貧富の格差などのさまざまな

社会課題の解決と経済発展を両立するSociety5.0の実現

を目指している。また、ものづくり分野においても経済

産業省から発信されている”Connected Industries“ として、

IoT産業を拡大し、ロボット、AIなどの新しい技術を活用

し、人と機械が協調する製造現場を構築している。これ

は第四次産業革命と呼ばれ、関連する技術革新が急速に

進んでいる。他方、顧客の要求も多様化しており、もの

づくり現場では、多品種少量生産に対応できるフレキシ

ブルでかつ生産性を高いレベルで達成することが求めら

れてきている。それを実現するには、人と機械を自在に

入れ替えられるような、段取りを簡単に組みかえられる

現場が必要であり、人と機械が共存し協調するものづく

りが求められる。このようなものづくり現場では、これ

までの機械安全の考え方に加えて、ICTを活用した新しい

安全の考え方が必要となる。本稿では、ものづくり現場

の進化に伴い、変革する安全の考え方を紹介し、人と機

械が共存する環境において、生産性と安全性を高いレベ

ルで達成するために最適な協調安全の考え方を述べると

ともに、協調安全を実現するための技術的手段である

Safety2.0に適合したシステムの実例を紹介する。 
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図 1 Safety2.0 人と機械の協調安全 

Fig.1 Safety 2.0 Collaboration Safety Concept 
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2. 安全の考え方の変遷 

図 1 に示すように、安全の考え方はものづくり現場の

変革とともに変遷してきている。日本古来の考え方は、

危険な機械を人が注意して使うことで安全を確保しよう

とする「Safety0.0」であるが、人は間違えるものであり、

機械は壊れるものである。よって、この考え方だけで安

全なものづくり現場を実現することは難しい。そのため、

ものづくり現場では、機械（危険源）を柵で囲うことで

人と機械を隔離し、人が機械に近づく際には機械を停止

させるといった「隔離と停止」の原則に基づいた機械の

設計により安全を確保する「Safety1.0」の考え方が基本

となっている。そのため、機械類の安全に関するさまざ

まな国際安全規格が存在しており、それらの規格に適合

させることでフェールセーフやフールプルーフに配慮さ

れた機械が設計できる[1]。 

しかしながら、近年の多品種少量生産に対応したもの

づくり現場、つまり、フレキシブルで高い生産性を有し

たものづくり現場を実現するため、機械をできるだけ止

めない、人と機械を自在に入れ替えられる、人と機械が

協働できるものづくり現場を構築する必要がある。そう

いった現場で安全性を確保するためには、「隔離と停止」

の原則のみならず、新たな安全方策を構築することが必

要となってきている。そこで、人と機械が協働する現場

での安全を協調安全と定義し、それを実現するための技

術的手段として「Safety2.0」という新しい安全の考え方

が日本発としてグローバルに向けて提案されている[3] [4] 

[5] [6] [7]。 

Safety2.0 は、図 2 に示すとおり人・モノ（機械）・環

境が協調して安全を構築するものである。つまり、人の

情報により機械を制御し、機械の情報により人に安全な

行動を促す。そして、人と機械の環境を、ICT 技術等を

用いて最適化する。人の情報としては、例えばセーフテ

ィアセッサなどの機械安全に関する資格情報や、保全員/

管理者といった役割に関する情報、職務経験にもとづく

人の安全に関する力量等の静的情報や、人の位置情報、

とっさの反応等の動作情報、操作に関する情報、脈拍や

体温等の健康状態などの動的情報があり、このような人

の情報を機械に与えることにより機械の速度制御などを

最適化することができる [8] [9] 。 

3. Safety2.0 と協調安全レベル CSL 

これらの考え方をもとにした協調安全の水準を

Collaboration Safety Level（CSL）と呼称し、図 3 に示すよ

うに、CSL1～4 の 4 段階のレベルに分け、協調安全の性

能水準として、われわれは提案してきた。 

CSL1 は最もベーシックなレベルであり、人がセーフ

ティベーシックアセッサ等の資格を有していること（基

本的な機械安全に関する知識を有していること）と、人

の安心感を確保する観点から作業エリアのどこからでも

機械の停止が可能な手段を確保していることの 2 つの要

件を満たすことが求められる。 

図 2 人と機械を情報で繋げることで協調安全を実現 

Fig.2 Realization of collaboration safety by connecting human and machine 
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④人と機械
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最適化。

③機械の情報により、
人に行動を促す。
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CSL2 は CSL1 の要件に加えて、人の情報を活用し機械

を適切に制御することが求められる。 

CSL3 では CSL2 の要件に加えて、機械の情報を人に伝

え、人に適切な行動を促すことが求められる。 

CSL4 では CSL3 の要件に加えて、人と機械の状態を最

適化することが求められる。 

われわれが提案するこの CSL のコンセプトは従来の

欧米発祥の安全の考え方とは全く異なるが、それを否定

するものではなく、補完するものである。つまり、従来

安全のレベルを示す指標としては、機械安全で用いられ

るパフォーマンスレベル（PL）や安全度水準（SIL）が用

いられている。これらは機械システムの安全関連部の安

全度を危険側故障率等で定めたものである[2]。そして、

ものづくり分野における協調安全レベル（CSL：

Collaboration Safety Level）は、上記機械安全で用いられ

る指標を使い、信頼性のある安全機能により、許容でき

るリスクレベルまで下がった状態が成り立った状態で、

人と機械が共存する環境全体を評価対象としており、追

加の安全機能として、人と機械の協調安全レベルを定め

ている[10] [11] [12]。 

4. Safety1.0 から Safety2.0 へ 

では、Safety1.0 と Safety2.0 は、人と機械の関係におい

てはどのような違いがあるのだろうか。図 4 は、Safety1.0

と Safety2.0 の違いを説明した簡易なロボットシステム例

である。Safety1.0 の環境での安全対策は、隔離と停止の

原則に基づき、危険源であるロボットを柵で囲んでいる。

そのため、自動運転中に人がアクセスすることができな

いので、安全を確保するために人の情報をロボットに与

える必要はない。これは確実に安全が確保されているこ

とは明白であり、危険源が柵で囲まれていること自体、

「ロボットがいつ動き出そうと、どの方向に動き出そう

と、どんな速度で動こうと、どこまでアームが到達しよ

うと、柵内で動いているだけ」ということを意味し、近

くにいる人は、ロボットとは空間的に完全に隔離されて

いるという認識を持つので、人の安心感にもつながって

いる。 

他方、人とロボットが協調作業を行う Safety2.0 の作業

図 3 Collaboration Safety Level 

Fig.3 Collaboration Safety Level 

図 5 Safety2.0 では人の情報が重要 

Fig.5 Important information for Safety2.0 

 

図 4 Safety1.0 と Safety2.0 の違い 

Fig.4 Difference Safety1.0 from Safety2.0 

 



環境では、ロボットと人は隔離されておらず、ロボット

が人に危害を加えない動作、つまり安全な動作をするこ

とが最も重要であると考えている。それを実現するため

には、図 5 に示すように、どのような知識、経験、資格

を持った人が近くにいるのか、人がどこにいるのか、ど

ういう状態なのかなど、人の情報をロボットに正確に伝

えることが非常に重要となる。人とロボットが協働する

現場では、ロボットアームなどが人体に接触した場合、

ある一定の力が加われば停止するといった機能を備えた

協働ロボットと呼称されるロボットを使用することで、

リスクを下げることができるが、協働ロボットはあくま

で半完成品であり、エンドエフェクタやロボットハンド

については安全性について、協働ロボットの製造者は考

慮していないため、SIer などのロボットシステム設計者

は注意が必要である。また、仮に人がロボットに接触し

てロボットが停止した場合、ロボットが再始動するため

に、その都度リセット動作が必要となる。また、場合に

よっては、原点調整などのキャリブレーションをする必

要があるなど、協働作業の生産性を著しく低下させる原

因となる。 

5. 人の情報をセンシング 

これまで述べてきたように、安全性を確保しながら、

高い生産性を維持するためには、ロボットが必要以上に

停止することなく、人との接触を回避することが重要で

ある。そのためには、人の認識情報、位置情報、接近情

報および状態をセンシングし、ロボットにリアルタイム

かつ正確に情報を伝える必要がある。そういった人の情

報を検知するために利用できるセンシングデバイスはさ

まざまあり、その中で代表的なデバイスを表 1 に示す。

初めに、人やモノの認識を行うには、静脈認証や指紋認

証、虹彩認証、顔認証、骨格認証などのさまざまな生体

認証機器があり、代表して静脈認証を表 1 に記載してい

る。他には ID タグを使用しているデバイスとして RFID

や近年日本でも使用できるようになった周波数帯域を利

用した UWBの技術が挙げられる。これらの認識技術は、

人がどのような知識、経験や資格を有しているかなどの

データベース情報と生態情報もしくは ID 情報を紐付け

て整合することで人の認証もしくはモノの認証が可能と

なり、この ID 情報をロボットが取得することで、近づい

てきたのが人なのかそれともワークピースのようなモノ

なのかを認識することができる。またその特性に従って、

ロボットの動作速度や停止するまでの距離を含めた制御

方法を調整することが可能となる。 

次に、人の位置を測定するためには、レーザスキャナ

や 3D LiDAR、UWB による測位システムが挙げられる。

人の位置をリアルタイムに測位することで、人がロボッ

トにぎりぎりまで近づいて協働作業することも可能とな

り、より高い生産性を維持することができる。人がどこ

までロボットに接近できるかは、人が接近しているのか、

ワークピースなどのモノが接近してきているのかを認識

できるかどうか。他には測位精度、死角、応答速度など

のパラメータによって左右される。表 1 では、ID 情報か

ら人か物かを認識しながら物体が近づいたことを比較的

精度よくリアルタイムに検出することができる UWB を

“◎”とした。 

次に、状態監視を行うためには、バイタルデータ、具

体的には心拍数や血圧、体温、血中酸素濃度、脈波など

のデータを取得することで、健康状態や心理状態、眠気

などの情報を得ることが可能である。また、カメラを使

用することで、人の状態、例えば転倒した、しゃがみこ

んだ、うずくまったなどの情報を取得することも可能で

ある。これらの情報をロボットが取得することで、人の

状態に合わせて動作速度や停止までの距離を調節するこ

とが可能となる。 

最後に、人がロボットに当たる直前に接近検知するた

めに、静電容量センサを使用することができる。これは、

人とロボットが接触する直前に検知することで、人を検

出した場合、ロボットは一時停止して、人が離れると自

動的に復帰することができる。つまり、不必要にロボッ

トの動作を止めない制御が可能となり、生産性を高く保

つことができる。ただし、静電容量の変化を検知するた

め、検出体として、人体だけではなく、水や金属などの

導体にも反応するため、何が接近したのかは判別するこ

とができないので、ロボット自身のアームやワークピー

スを検出することも想定されるため、取り付け位置や感

度の設定にも制約があることには注意が必要である。 
表１ センシングデバイスの例 

Table1 Sensing devices 

図 6 Safety2.0 システム例 

Fig.6 Safety2.0 system example 

 



ここまで、さまざまなセンシングデバイスを紹介した

が、センシングデバイスは単独で使用するだけでなく、

人を認識しながら位置を測定するなど、複合的にセンシ

ングすることで安全性および生産性をより高く保つこと

ができる可能性もあるため、実際のアプリケーションで

は、異なる技術を用いた複数のセンシングデバイスを組

み合わせて使用することを検討していくことが望まれる。

補足として、これらのセンシングデバイスは国際規格で

認められた安全機器とは限らないので、機械安全の考え

方である Safety1.0 が確立されているものづくり分野にお

いては、リスクアセスメントの結果、許容不可能なリス

クに対しては、安全機器を用いてしっかりとリスク低減

方策を施した上で、さらなる安全性と生産性の向上への

取り組みとして使用するものである。 

6. Safety2.0 システムの導入事例 

われわれは、こういったセンシングデバイスを使用し

た Safety2.0 に準拠した生産システムを数多く検討してき

た。その中で、図 6 に示すように協働ロボットを使用し、

人とロボットが協働する作業が発生する生産システムの

例を挙げる[12]。 

このシステムでは、レーザスキャナを使用して、人の

侵入を検知し、人がある一定距離に近づいたら、ロボッ

トは低速で動作する協働運転モードとなる。他方、レー

ザスキャナで設定した特定エリアに人がいなかったら動

作速度の速い通常運転を行う。この部分で Safety1.0 とし

ての要件を満たしている。つまり、特定エリア内では、

ロボットが低速で動作しているため、協働作業すること

が可能で、人とロボットが接触したとしても許容可能な

リスクとなる。そのように安全が確保された環境で、ロ

ボットと協働している人がロボットアームに接触する直

前まで接近したら静電容量センサが人の接近を検知し、

ロボットは一時停止もしくは人を回避する動作を行う制

御がなされている生産システムで、リセット動作を必要

とする安全停止する前に、一時的に停止する制御停止す

ることができるので、再始動がスムーズになり生産性も

向上することが期待できる。 

この生産システムを具現化したシステムとして実際に

図 7 に示すシステム構成で協働ロボットを使用した生産

システムを構築した。前提条件として、この生産システ

ムはリスクアセスメントを行った結果、許容できないリ

スクはない、つまり安全であることが確認されている。

この生産システムを用いて、静電容量センサの有効性に

ついて、さまざまな角度から人が協働ロボットに接近し

たとき、静電容量センサが実装されている場合と実装さ

れていない場合のロボットの動作を比較するという方法

で確認した。結果としては、静電容量センサが実装され

ていない場合は当然だが 100％人とロボットが接触した

後、一定のトルクが発生したところでロボットが停止し

た。一方、静電容量センサが実装されている場合、約 80%

は接触する前に停止し、人が検出位置から離れるとロボ

ットは自動的に復帰した。また、残りの約 20％で人とロ

ボットが接触してから停止した。その接触した事象の中

で、図 8 のように協働ロボットに向かって人が接近した

場合のような代表的な人の接近を想定し、静電容量セン

サが実装されている場合と実装されていない場合で、接

触トルクの測定を 2 箇所で各 5 回行い、平均を求めた結

果を表 2 に示す。この結果では、静電容量センサが実装

されている場合、実装されていない場合と比べて、接触

トルクが平均値で約 20%に抑えられていた。このことか

ら静電容量センサが安全性、生産性の向上に有効である

ことが確認できた。 

最後に以上の結果をまとめると、協働ロボットを使用

すれば、人に接触するとある一定の力が加わると停止す

るが、人は接触することに対する恐怖心を持ち作業に集

センサなし 1st 2nd 3rd 4th 5th 平均 

測定① 58.2 52.1 42.6 52.1 43.5 49.7 

測定② 42.7 52.4 59.5 51.3 51.9 51.6 

センサあり 1st 2nd 3rd 4th 5th 平均 

測定① 16.3 2.7 3.0 5.2 15.0 8.44 

測定② 17.4 12.4 9.8 10.0 6.7 11.3 

図 7 Safety2.0 システム例の構成図 

Fig.7 Configuration of safety2.0 system 

表 2 接触トルクの測定結果 

Table2 Result of torque measurement 

図 8 接触トルク測定の様子 

Fig.8 State of torque measurement 



中できない。また、接触すると重大な怪我はしないが、

何度も当たると痛いという課題や、前述したとおり、協

働ロボットが人に接触して停止すると保護停止になるた

め、再度動作を開始するためにはリセット動作が必要と

なり、生産性が落ちるといった課題があった。そのよう

な課題に対して、この生産システムでは、静電容量セン

サを使用して人の接近情報を検知し、その情報をロボッ

トに伝える。そして、その情報を元にロボットが自律的

に動作するよう制御することで上述の課題を解決し、安

全性および生産性が向上している。この結果、この生産

システムは図 9 に示す Safety2.0 の適合基準レベル 1 に合

致していると言え、実際に、某半導体製造メーカでは、

このシステム構成を利用した生産システムにおいて、

Safety2.0 の適合審査に合格することができた。[13] 

7. おわりに 

人と機械が協働する現場の実現において、人の情報を

機械に伝えることは高い安全性を確保するためのみなら

ず高い生産性を達成するために非常に重要である。今後

もわれわれがこれまでに培ってきた知見を元に、位置検

出や人・物認証、状態監視、接近検知を行うためのセン

シング技術を発展させることによって、止めない安全、

協調安全を実現し、高効率で安全・安心な生産システム

を構築する。それに加えて、機械の情報を人に知らせて

注意喚起を行う機器や環境情報を人や機械に伝えられる

よう ICT 技術を発展させる。そのために、協調安全の安

全指標である CSL の考え方をさらに発展させるとともに、

数多くのアプリケーションに対して、それぞれのアプリ

ケーションが抱えている課題を解決するためのシステム

を考案し、Safety2.0の適合事例を増やしていくことで、

ケーススタディを行い、新たな知見を得るとともに、日

本発である協調安全や Safety2.0 の考え方をグローバル

に発展させていく所存である。 
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図 9 Safety2.0 適合基準 

Fig.9 Safety 2.0 compliance criteria 

（セーフティグローバル推進機構の資料より引用） 
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